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1995年地方自治制度が本格的に実施されてから20年目を迎える今年、韓国では地方自
治制度の点検と見直しの試みがなされている。地方自治体の平均財政自立度が44.8％を下
回り、特に農村部の市郡区の財政自立度が極めて低い現状から、如何に財政面での自立と
健全化を実現できるかに議論が集中している。国税と地方税の比率が８:２という韓国の税
制構造の固定化は、地方自治における財源確保という観点から見直しが求められている。
本報告では、韓国における地方自治の実施による税制改革を概観し、近年、導入が検討さ
れているドイツ式「共同税」制度をめぐる議論を中心に、中央依存体質からの脱却、地方
財政の健全化という地方分権化の主要課題を考察する。
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